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【後 期 高 齢 者 医 療】
被保険者証の更新について

令和 5年度後期高齢者医療保険料のお知らせ
 （保険料の決定通知書は、7月下旬に送付します。）

○被保険者証の更新
　新しい後期高齢者医療被保険者証（以下、「被保険者証」）は、７
月下旬に送付します。８月以降に医療機関などで受診される際に
は、必ず新しい被保険者証を窓口に提示してください。

　所得区分が住民税非課税世帯の低所得者ⅡまたはⅠの人が医療機
関などで受診する際には、限度額適用・標準負担額減額認定証（以
下「減額認定証」）を提示することで、窓口で支払う医療費が自己負
担限度額までとなります。また、入院時には１食あたりの食事代も
減額されます。新たに該当となる人は申請してください。
　なお、現在、減額認定証をお持ちの人で、８月以降も引き続き
低所得者Ⅱ・Ⅰに該当する場合は、新しい減額認定証を被保険者証
に同封し、７月下旬に送付します。申請の手続きは必要ありません。
【長期入院をした場合】
　令和４年８月１日以降、所得区分が低所得Ⅱの認定期間内に、入
院が通算90日を超える人は、窓口で申請してください（岡山県の
後期高齢者医療保険加入前の医療保険において区分Ⅱ・区分オの認
定を受けていた間の入院期間も含む）。要件を満たしている場合、
１食あたりの食事代が160円となる減額認定証を交付します。
　ただし、令和４年８月１日から令和５年４月30日までの間で、
入院が90日を超える人は、申請の手続きは必要ありません。

○一部負担金の割合の見直し
　医療機関などの窓口で支払う一部負担金の割合は、所得区分に
応じて決まります。所得区分は前年（令和４年中）の所得により
毎年判定するため、割合が変更になる場合があります。

現在お持ちの被保険者証（青色）の有効期限は令和５年７月31日です。現在お持ちの減額認定証の有効期限は令和５年７月31日です。

一人当たりの年間保険料
（※限度額66万円） = 均等割額

47,500円
所得割額

（賦課のもととなる所得金額－43万円）×9.50％（所得割率）

※新しい被保険者証はクリーム色です。所 得 区 分
低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

お問い合せ先 鏡野町健康推進課　医療保険係　担当：坂口・山本・小林　電話（0868）54‒2025
岡山県後期高齢者医療広域連合　 　電話（086）245‒0090

＜ペイジー口座振替受付サービスのご案内＞
　口座振替の登録方法は、従来の口座振替依頼書による手続きに加えて、ペイジー口座振替受
付サービスを行っています。口座名義人本人が役場の担当窓口にキャッシュカードを持参し、
暗証番号を専用端末に入力していただくことで口座振替の登録をすることができます。
　ただし、このサービスが利用できる金融機関は、下記の「★利用可能な金融機関」に限ります。

★利用可能な金融機関
　晴れの国岡山農協・ゆうちょ銀行・中国銀行・津山信用金庫・トマト銀行・鳥取銀行

特別徴収　年金から天引きされます。
普通徴収（納 付 書）本庁・各振興センター、納付書に記載された金融機関・コンビニ
　　　　　　　　　　エンスストア等で納めてください。
　　　　（口座振替）登録口座から振り替えます。
　　　　　　　　　　※口座振替日（納期限）の前日までに残高をご確認ください。

■保険料の納め方

※一人当たりの年間保険料は、100円未満を切捨てます。
※保険料は対象年度（4月から翌年3月までの12か月）として計算され、年度の途中で加入された場合は、加入された月から計算されます。
※「賦課のもととなる所得金額」とは、前年の総所得金額等（雑所得・事業所得・給与所得等の総所得金額と分離課税の株式の譲渡所得、土地
　建物等の譲渡所得、山林所得等の合計額）から、地方税に定める基礎控除額（合計所得金額が2,400万円以下の場合は43万円）を控除した
　額です。（雑損失の繰越控除額は控除しません。）
※分離課税の所得がマイナスの場合は０円として合算します。
※所得の低い人は、世帯の所得水準に応じ均等割額が軽減されます。詳しくは、お問い合せください。

（※注意）ただし、世帯に前年の所得を申告していない被保険者がいる場合、新しい
　　　　　限度額認定証は交付されません。

（※注意）世帯内に所得を申告していない人がいる場合は、新しい減額認定証は交付されません。
　　　　　所得がない場合でも「なし」の申告が必要ですので、住民税申告を行ってください。

■保険料の計算方法

＋

◆「３割」：現役並み所得者
◆「２割」：一般Ⅱ
◆「１割」：一般Ⅰ、低所得者Ⅱ、低所得者Ⅰ

【一部負担金の割合】
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限度額適用認定証の更新

　課税所得145万円以上690万円未満の被保険者および同世帯の
被保険者は、医療機関などを受診する際に、限度額適用認定証
（以下、「限度額認定証」）を提示することで、窓口で支払う医療
費が自己負担限度額までとなります。新たに該当となる人は申請し
てください。
　なお、現在、限度額認定証をお持ちの人で、８月以降も引き続
き該当する場合は、新しい限度額認定証を被保険者証に同封し、
７月下旬に送付します。申請手続きは必要ありません。

現在お持ちの限度額適用認定証の有効期限は令和５年７月31日です。

・世帯の全員が住民税非課税の人（低所得者Ⅰ以外の人）
・世帯の全員が住民税非課税で、世帯全員の所得（年金の所得控除額は80万円として計算）が０円となる人
・世帯の全員が住民税非課税で、老齢福祉年金を受給している人

所 得 区 分

現役並み所得者Ⅲ 住民税の課税所得（各種控除後）が690万円以上
の被保険者および同世帯の被保険者。

現役並み所得者Ⅱ 住民税の課税所得（各種控除後）が380万円以上
の被保険者および同世帯の被保険者。

現役並み所得者Ⅰ 住民税の課税所得（各種控除後）が145万円以上
の被保険者および同世帯の被保険者。
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